
京都市告示第３６号（平成２８年４月１日）  

改正 平成２９年 ３月３１日 京都市告示第７０４号 

改正 令和 ２年 ３月３０日 京都市告示第６４４号 

改正 令和 ３年 ４月 １日 京都市告示第 ２３号 

改正 令和 ６年 ３月２９日 京都市告示第７０６号 

改正 令和 ７年 ３月２７日 京都市告示第７７５号 

 

 京都市都市計画関係手数料条例の別表第１１備考２の規定に基づき、建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律（以下「法」という。）第３０条第１項各号に

掲げる基準について確認することができる書類を次のように定めます。  

京都市長 門 川 大 作 

１ 京都市都市計画関係手数料条例（以下「条例」という。）別表第１１⑴の項に規

定する審査  

法第３０条第１項各号に掲げる基準に適合するものとして、本市が発行する建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（以下「規則」という。）

第２４条第２項に規定する認定通知書及び申請書（規則第２７条第１項に規定する

変更認定通知書の交付を受けている場合は、当該変更認定通知書及び申請書を含

む。）の写し（申請に係る建築物が法第２９条第３項に規定する他の建築物である

ものに限る。）  

２ 条例別表第１１⑵の項に規定する審査 

⑴ 審査対象が住宅部分である場合 

法第３０条第１項各号に掲げる基準に適合するものとして、住宅の品質確保の促

進等に関する法律第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関又は法第１４条第

１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関（以下「登録建築物エネル

ギー消費性能判定機関」という。）が発行する技術的審査適合証の写し  

⑵ 審査対象が非住宅部分である場合 



法第３０条第１項各号に掲げる基準に適合するものとして、登録建築物エネルギ

ー消費性能判定機関が発行する技術的審査適合証の写し  

 

（都市計画局建築指導部建築審査課）  


